
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－043） 

 

１ パラオのウィップス大統領は 3月 10日、イスマエル・アグオン公安局長を

解任した。解任理由を明言しなかったが、関係者によると、ウィップス大統領

はアグオン局長の業務実績に不満を持っていたという。アグオン局長は 2021年

3月に公安局長に任命されており、その以前は麻薬取締局長だった。 

原文 

（14th March 2023, Island Times） 

 

２ 3 月 7 日の総選挙で落選し退任が決まっているミクロネシア連邦（FSM）の

パニュエロ大統領は、その 2 日後に衝撃的な書簡を発出、下院議長と 4 州の議

長および知事に宛てた 13 ページの書簡で、「FSM は、中国の政治戦争とグレー

ゾーン活動の不本意な標的となっている」とし、中国が FSM の主権を弱体化さ

せ、政府指導者を買収して中国に有利な協定を支持させようとしていると指摘、

中国がいない方がはるかに良いとして、台湾への外交関係シフトに向けた最初

のステップを明らかにした。同大統領は 2 月に台湾外相と会談し、FSM が中国

との関係を断ち同国からの資金提供が止まった場合に、それを相殺する台湾支

援の可能性を求めたという。また、FSM への駐 FSM 台北経済文化事務所の設置

についても議論された。同大統領はこれまで中国との「素晴らしい友情」に繰

り返し言及してきただけに、今回の中国バッシングはまったくの驚きだった。 

原文 

（17th March 2023, The Marshall Islands Journal） 

原文 

（14th March 2023, Radio NZ） 

原文 

（14th March 2023, PACNEWS） 

 

３ マーシャル諸島海運会社（Marshall Islands Shipping Corporation: 

MISC）は、韓国で建造される貨客帆船と日本で建造される貨客船計 2 隻の新造

船の名称を公募している。また、MISC と GIZ（ドイツ国際協力公社）は、マー

シャル諸島海上訓練センター（Marshall Islands Maritime Training Center）

の名称も募集している。 

原文 

（17th March 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

４ パラオ、ミクロネシア連邦（FSM）およびマーシャル諸島（RMI）のコンパ

クト関連予算案 71億ドルが米国議会で承認されれば、パラオは 8億 9千万ドル

https://islandtimes.org/whipps-terminated-aguon-as-director-of-bureau-of-public-safety/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/485893/we-are-witnessing-political-warfare-micronesia-leader-drops-china-bombshell
https://pina.com.fj/2023/03/14/fsm-preparing-for-diplomatic-switch-to-taiwan-amid-chinas-protest/?doing_wp_cron=1679319680.4311990737915039062500


を受け取ることになる。米国議会に提出された 71 億ドルの配分は、パラオが 8

億 9千万ドル、FSMが 33億ドル、RMIが 23億ドルとなっている。米国議会は超

党派で中国の太平洋地域への拡張阻止を支持していることから、この予算案に

ついては、可決が楽観視されている。 

原文 

（14th March 2023, Island Times） 

 

５ アルバニージー豪州首相、バイデン米国大統領、スナク英国首相は、サン

ディエゴの造船所で豪州の原子力潜水艦隊の保有計画を共同発表し、AUKUS 同

盟関係を強固にする。既にリークしている情報によると、豪州は手始めに米国

から既存のバージニア級原子力潜水艦を 3 隻から 5 隻購入し、いずれは米国の

戦闘システムと武器を装備した英国設計の潜水艦をアデレードで建造する予定。

原子力潜水艦の可能性もある。また、暫定措置として、米国は 2027年からパー

スに原子力潜水艦の前線配備を開始し、豪州の乗組員が米国乗組員と協力し、

学習できるようにする。これに伴い、パースの海軍基地は大幅に拡張する必要

がある。 

フィジーのランブカ首相は、アルバニージー首相が AUKUS はラロトンガ条約

に反しないと保証したことに安心し、重大な合意を祝福した。ラロトンガ条約

は、豪州を含む太平洋諸国が南太平洋に核兵器を持たないようにする協定であ

る。 

原文 

（14th March 2023, PACNEWS） 

原文 

（16th March 2023, PACNEWS） 

 

６ アルバニージー豪州首相はフィジーのランブカ首相との会談の結果、フィ

ジー政府のエッセンシャル・サービス維持、最も脆弱な人々の保護、民間主導

の経済成長を目的とした 8100 万豪ドル（5400 万ドル）の追加支援を行うこと

を発表した。この支援は、2020年から豪州がフィジーに行ってきた 2億 4300万

ドル超のパンデミック対策支援の延長である。この無償資金援助に加え、豪州

はフィジーに対し、2022-2023 会計年度に 8800 万ドルの政府開発援助を約束し

ている。両首脳の会談はこれが初めて。 

原文 

（15th March 2023, PACNEWS） 

 

７ メラネシア先鋒グループ（Melanesian Spearhead Group：MSG）事務局は、

安全保障に関する協力について中国との連携を検討していると述べた。中国の

銭波太平洋特使と MSG の Leonard Louma 事務局長の会談を受け、MSG は中国を

最初の公式「開発パートナー」とすることについても検討している。 

原文 

（13th March 2023, Islands Business） 

 

https://islandtimes.org/palau-to-receive-890m-from-7-1b-allocated-under-new-compact-agreements/
https://pina.com.fj/2023/03/14/australian-pm-mounts-diplomatic-blitz-to-calm-aukus-fears-visit-fiji-wednesday/
https://pina.com.fj/2023/03/16/fiji-backs-aukus-as-canberra-soothes-regional-tensions/
https://pina.com.fj/2023/03/15/australia-to-provide-additional-support-to-fiji/
https://islandsbusiness.com/news-break/msg-china/


【論説】 

８ 最近の報告によると、ロシアのスパイ船が北海における海底ケーブル、ガ

スパイプライン、風力発電を標的とした破壊工作を担っていた。昨年 10月、北

海におけるロシアの軍事行動監視活動を行っている施設が存在するスコットラ

ンドのシェトランド諸島付近の海底ケーブルが切断され、南フランスではマル

セイユ、リヨン、ミラノ、バルセロナをつなぐ海底ケーブルも意図的に切断さ

れたと報告されている。ノードストリーム・ガスパイプラインの爆発も海底施

設の破壊工作に対する脆弱性を顕著に示した。 

 ミクロネシア連邦（FSM）のパニュエロ大統領は昨年 5 月、「FSM での中国の

調査活動の大部分は我が国の海底ケーブルを対象とするものだ」と指摘した。

中国のデータセキュリティ法は国内の企業や機関に対して、情報が国家安全保

障に関連する場合に政府にデータを提供することを義務付けており、中国企業

が取り扱うデータは国家による傍受に対して脆弱である。 

 トンガで海底火山噴火により唯一のケーブルが粉砕された際、復旧に 5 週間

かかった。多くの太平洋諸国は一つのシステムに頼りバックアップを有しない。 

 中国は、初の太平洋諸島担当特使を任命したところである。また、中国のケ

ーブル産業は成長し、世界のインターネットを支える重要インフラの敷設、運

用、修理の競争は激化していくだろう。我々は太平洋のパートナーとともに太

平洋地域の限られたケーブル修理能力を強化し、太平洋諸島の機関と協力して、

ケーブルの監視について国や地域の海洋状況把握（MDA）システムに統合する

必要がある。 

原文 

（14th March 2023, Islands Business） 

 

９ 化石燃料の生産・備蓄を段階的に廃止する世界的キャンペーンにより多く

の太平洋諸国が参加することが期待されている。バヌアツとツバルは昨年、化

石燃料の不拡散条約を推進する世界的な運動を開始した。バヌアツは 2022 年 9

月に国連総会の議場で、ツバルは 12月に国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）の

本会議で化石燃料条約について呼び掛け、以来、世界の 70 都市、1,800 の市民

団体、101 人のノーベル賞受賞者、3,000 人の科学者や学者および 58 万人以上

の人々がこれに賛同している。両国はポートビラで閣僚級対話を共催し、化石

燃料に関するその世界的な議論を太平洋に持ち込もうとしている。 

 今月末の国連総会の投票で、バヌアツが要求している気候変動に関する各国

の法的責任に関する国際司法裁判所（ICJ）の勧告的意見（※SRO News22-041

参照）が賛成を得られれば、ICJ での検討のため裁定前に加盟国に与えられる

意見提出の機会で、太平洋諸国は化石燃料からの脱却についても主張する機会

がある。なお、このプロセスは 2年かかるとみられている。 

原文①、② 

（16th March 2023, PACNEWS） 

 

 

 

https://islandsbusiness.com/features/underwater-critical-infrastructure-needs-protection/
https://pina.com.fj/2023/03/16/more-pacific-countries-likely-to-join-the-fossil-fuel-non-proliferation-treaty/
https://pina.com.fj/2023/03/16/pacific-nations-explore-opportunities-to-push-for-fossil-fuel-phase-out-in-vanuatus-icj-advisory-opinion-decision/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
  



 

 

 


